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となります

１ １ 

年 10 ⽉ 10 ⽇、東
わせ 84 ⼈が⼤津波

求めて提訴した件に
億円以上を⽀払え
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「⾸都直下地震対策ＵＮＩＴ」は、⾸都直下法が想定する⼤規模地震が 
1 週間から１０⽇程度以内に発⽣するリスクの有無に関する情報を毎週１回配信 

 
期 間：１週間から 10 ⽇程度以内  

⾸都直下法が想定する⼤規模地震発⽣するリスクの有無 
 

配 信：E-mail による通知および配信レポートの送付 
頻 度：毎週１回⾦曜⽇ （⼤規模地震発⽣リスクが⾼まった場合、臨時配信） 

 
範 囲：⾸都直下地震想定エリア 

 
表 ⽰：発⽣リスク２段階表⽰ 

 
      表⽰区分「緑」・・・・・・・⼤規模地震発⽣リスク 低 
 
      表⽰区分「⾚」・・・・・・・⼤規模地震発⽣リスク ⾼ 
 
  災害情報：⾸都直下地震緊急対策区域における防災情報を表⽰ 
 

⾸都直下地震対策ＵＮＩＴ ⾸都直下地震対策ＵＮＩＴ ６ １ ５ 
仕様 配信レポート 

「⾸都直下型地震緊急対策区域」 

平成 27 年 3 ⽉ 31 ⽇現在 

計 １都９県 309 市町村 

 

表⽰区分「緑」 

 
災害情報 

表⽰区分「⾚」 

 

災害情報 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⾸都直下地震対策ＵＮＩＴ ⾸都直下地震対策ＵＮＩＴ ８ １ ７ 
導⼊における運⽤フロー 導⼊運⽤の流れ 

⾸都直下地震対策ＵＮＩＴにより、⾸都直下法が想定する⼤規模地震が 
１週間から 10 ⽇程度以内に発⽣する有無に関する情報を把握することで、 
災害発⽣後に対応する従来型「事後対応」防災対策から、 
災害発⽣前に対応する「事前対応」防災対策を計画することが可能となります。 
 
⾸都直下地震対策ＵＮＩＴは、貴社におけ的確・効率的防災対策 
及び担当者様の負担軽減を⽀援させていただきます。 

従来型「事後対応」 

● 避難 

● 安否確認 

● 救護活動 

● 被害評価 

 

初期対応・避難 

⾸都直下法

想定する⼤規

模地震発⽣ 

⾸都直下地震対策ＵＮＩＴ 

【 事前対応 減災⾏動】 

●防災マニュアル再徹底 

●防災設備・備品点検 

●避難⾏動の事前準備 

●通信連絡⼿段の確保 

                等 

新たな防災対応「事前対応」  

⾮常時平常時

１週間から 10 ⽇程度 

１．御提案・お問合せ 
⾸都直下地震対策ＵＮＩＴの運⽤に関するご説明・ご提案 

   お問合せ・ご相談下さい。 
 
２．お打合せ 
   ヒアリング・⾸都直下地震対策ＵＮＩＴの御提案、 

御⾒積を基に、ご検討いただきます。 
 
３．契約⼿続 
   御提案内容に基づき契約⼿続をいたします。 
 
４．運⽤開始 
   契約⼿続後、⾸都直下地震対策ＵＮＩＴを配信致します。 

御提案 
お問合せ 

お打合せ 契約⼿続 運⽤開始 
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